
議案の概要と審議結果　（賛成・・・○、反対・・・×）
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予算額：387億7,817万4千円

令和7年度新宿区国民健康保険特別会計補正予算（第1号）
補正予算額：△6,140万5千円、補正後予算額：387億1,676万9千円
補正の理由：国民健康保険事業費納付金額確定に伴う減　等を計上

令和7年度新宿区介護保険特別会計予算 予算額：271億206万4千円
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刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理
等に関する条例

令和6年度新宿区一般会計補正予算（第15号）
補正予算額：304万4千円、補正後予算額：1,937億7,378万円
補正の理由：公衆便所改修工事の追加工事実施に伴う増額　等を計上

令和6年度新宿区国民健康保険特別会計補正予算（第4号）
補正予算額：△7,457万6千円、補正後予算額：394億3,841万5千円
補正の理由：事業実績による減額、都支出金の収入超過に伴う返納金　等を計上

令和6年度新宿区介護保険特別会計補正予算（第4号）
補正予算額：△1,355万6千円、補正後予算額：279億2,255万4千円
補正の理由：事業実績による減額、基金利子の積立金　等を計上

児童相談体制の強化等に係る組織改正に伴い、児童相談所等現業手当の支給に係る対象組織の名称を改める。

会派略称

自民党＝自由民主党新宿区議会議員団　　公　明＝新宿区議会公明党
共　産＝日本共産党新宿区議会議員団　　新宿会＝新宿未来の会
民無ク＝立憲民主党・無所属クラブ　　　維　新＝日本維新の会・新宿区議団
参政党＝参政党新宿まなびとまもりの会　れいわ＝れいわ新選組　新宿
現　役＝現役世代に優しい新宿　　　　　新立憲＝新宿区議会立憲フォーラム
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令和7年度新宿区一般会計予算 予算額：1,884億6,022万9千円

令和7年度新宿区一般会計補正予算（第1号）
補正予算額：22億6,145万3千円、補正後予算額：1,907億2,168万2千円
補正の理由：定額減税を十分に受けられない者等に対して調整給付を実施する経費　等を計上

令和7年度新宿区後期高齢者医療特別会計予算 予算額：90億6,903万4千円

令和6年度新宿区一般会計補正予算（第13号）
補正予算額：△23億3,021万6千円、補正後予算額：1,974億832万3千円
補正の理由：新宿生活実習所、弁天町保育園及び牛込保健センターの建設における工事計画の変更に伴う減額　等を計上

令和6年度新宿区一般会計補正予算（第14号）
補正予算額：△36億3,758万7千円、補正後予算額：1,937億7,073万6千円
補正の理由：事業実績による減額、基金利子・寄附金の積立金　等を計上

令和7年度新宿区国民健康保険特別会計予算

新宿区職員の配偶者同行休業に関する条例の一部を改正
する条例

配偶者同行休業に伴う代替職員を確保する方法として、任期付採用及び臨時的任用を行うことができることとする。

新宿区一般職の任期付職員の採用に関する条例の一部を改
正する条例

特定任期付職員の採用制度の導入に伴い、特定任期付職員の給与の特例に関し必要な事項を定めるほか、条例名を改める。
新条例名：『新宿区一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例』

新宿区職員の給与に関する条例の一部を改正する条例
国における再任用された職員に対する諸手当の見直しを踏まえ、定年前再任用短時間勤務職員等に対し住居手当を支給することがで
きることとする。

令和6年度新宿区後期高齢者医療特別会計補正予算（第3
号）

補正予算額：2億6,394万8千円、補正後予算額：89億8,438万1千円
補正の理由：事業実績による増額、納付金額の確定に伴う増額　等を計上

新宿区特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営
に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定めている内閣府令の改正に伴い、新宿区における当該基準に
ついて、所要の改正を行う。

『刑法』の改正により懲役及び禁錮が廃止され、これらに代えて拘禁刑が創設されることに伴い、関係条例の規定を整備するとともに、所
要の経過措置を定める。

新宿区職員定数条例の一部を改正する条例 職員の定数を変更する。

新宿区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部
を改正する条例

『育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律』の改正に伴い、所要の改正を行う。

新宿区職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する
条例

新宿区学童クラブ条例の一部を改正する条例

１　北新宿第一学童クラブの名称を「柏木小学校内学童クラブ」とし、その実施場所を新たに定める。
　新たな実施場所：新宿区北新宿二丁目11番1号　新宿区立柏木小学校内
２　新たに学童クラブを実施する。
　名称:余丁町学童クラブ、実施場所：新宿区若松町16番2号

新宿区子ども・子育て支援法に基づく過料に関する条例の一
部を改正する条例

『子ども・子育て支援法』の改正により新たに妊婦のための支援給付が追加されたことに伴い、当該支援給付についての報告命令等に
関し違反した者を過料に処する対象に加える。

新宿区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 『雇用保険法』の改正による就業手当の廃止に伴い、当該手当に相当する退職手当に関する規定を削除する等所要の改正を行う。

新宿区空家等及び廃棄物に起因する管理不全状態にある土
地等の適正管理に関する条例

『空家等対策の推進に関する特別措置法』の改正を踏まえ、区における空家等の対策に関し必要な事項を定める。

新宿区家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を
定める条例の一部を改正する条例

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定めている内閣府令の改正に伴い、新宿区における当該基準について、所要の改
正を行う。

新宿区移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置
に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

『高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令』の改正に伴い、引用条項を改める。

新宿区空き缶等の散乱及び路上喫煙による被害の防止に関
する条例の一部を改正する条例

加熱式たばこの需要の拡大を踏まえ、加熱式たばこによる路上喫煙等を禁止の対象に加える。

新宿区環境土木・都市計画事務手数料条例の一部を改正す
る条例

１ 『建築基準法』の改正により500㎡以下の木造2階建て建築物等に係る建築確認等における審査を一部省略する特例が見直されたこ
とに伴い、建築物に関する確認申請手数料等の額を改定する。
２ 『建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律』の改正等により、原則として全ての建築物に建築物エネルギー消費性能基
準への適合を義務付けるとともに建築物エネルギー消費性能適合性判定の審査を簡素かつ合理的なものとしたことに伴い、建築物エネ
ルギー消費性能適合性判定に係る手数料について所要の改定を行う。

新宿区保健事業の利用に係る使用料等を定める条例の一部
を改正する条例

がん検診の利用の促進を図るため、検診費用を無料とする時限的な特例措置を令和8年3月31日まで継続する。

新宿区公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例 公衆浴場における衛生に関する基準を定めている国の指針の改正を踏まえ、新宿区における当該基準について、所要の改正を行う。

新宿区道路占用料等徴収に関する条例の一部を改正する条
例

令和6年度に占用料の算定の基礎となる固定資産税評価額について評価替えが行われたことに伴い、占用料の額の見直しを行う。

 新宿区特定公共物管理条例の一部を改正する条例

新宿区立公園条例の一部を改正する条例

新宿区立妙正寺川公園条例の一部を改正する条例

新宿区幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する
条例の一部を改正する条例

『育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律』の改正に伴い、所要の改正を行う。

新宿区立の小学校、中学校及び特別支援学校の非常勤の
学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関
する条例の一部を改正する条例

区立学校医等の公務災害補償額の算定基礎としている『都立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条
例』の改正に合わせ、補償基礎額を改定する。

新宿区国民健康保険条例の一部を改正する条例

１ 基礎賦課額等の保険料率を改定する。
２ 『国民健康保険法施行令』の改正に伴い、保険料の減額の対象となる所得基準を改める。
３ 資力の有無等が不明なまま急患等として保険医療機関等を受診した被保険者について、1年を限度として保険料の徴収を猶予するこ
とができることとする。

新宿区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条
例の一部を改正する条例

１ 『建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律』の改正等に伴い、引用条項を改める。
２ 『高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令』の改正に伴い、引用条項を改める。

新宿区細街路拡幅整備条例の一部を改正する条例 『建築基準法』の改正により、国等による指定確認検査機関への計画通知が新たに導入されたことに伴い、規定を整備する。

新宿区幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正
する条例

国における再任用された職員に対する諸手当の見直しを踏まえ、定年前再任用短時間勤務職員等に対し住居手当を支給することがで
きることとする。
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新宿区副区長選任の同意について 寺田好孝氏

新宿区教育委員会教育長任命の同意について 針谷弘志氏
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新宿区立西新宿小学校校舎棟増築等工事請負契約の変更
について

令和6年第2回新宿区議会定例会における議決に基づき締結した契約について、契約金額を変更する。

訴えの提起について 建物明渡し等の請求に関する訴えを提起する。

新宿区牛込保健センター等複合施設建設工事請負契約の
変更について

令和3年第2回新宿区議会定例会における議決及び令和4年第3回新宿区議会定例会における変更の議決に基づき締結した契約につ
いて、契約金額を変更する。

新宿区牛込保健センター等複合施設建設電気設備工事請
負契約の変更について

新宿区牛込保健センター等複合施設建設機械設備工事請
負契約の変更について

令和4年第2回新宿区議会定例会における議決及び令和5年第2回新宿区議会定例会における変更の議決に基づき締結した契約につ
いて、契約金額を変更する。

新宿区安心居住支援家賃助成条例
区民が安心して新宿区内に住み続けられるようにする必要があるため、公営住宅に入居できない世帯が民間賃貸住宅に入居している
場合の家賃の一部を助成する。

性犯罪の再犯防止の取組への支援の強化を求める意見書
性犯罪をした者に対して、矯正施設等において再犯防止プログラム等が実施されていますが、出所後も地域社会において継続すること
が重要です。各自治体が再犯防止の取組を効果的に進めるためには、国、自治体、関係機関等の連携や性犯罪をした者に係る情報の
共有が極めて重要であり、国からのより一層の支援が不可欠であるため、所要の措置を講じられるよう、政府に強く求めました。
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新宿区高齢者等冷房機等購入等助成金交付条例
高齢者等が酷暑の中でも安全安心な生活環境を整えることによって、福祉の増進に貢献するため、冷房機及び冷房機に類する機器の
購入及び設置に要する費用を助成する。

新宿区介護・福祉人材緊急確保・定着奨励金支給条例
介護・福祉サービスの質の向上及び人材を定着させるため、介護事業所及び障害福祉サービス事業所等で勤務し、利用者への直接支
援を行う介護職員等及び福祉職員に対し奨励金を支給する。

新宿区保健事業の利用に係る使用料等を定める条例を廃止
する条例

区民の検診受診の促進を図るため、新宿区保健事業の利用に係る使用料等を無料にする。

新宿区国民健康保険料の子どもの均等割の助成に関する条
例

子どもの健全な育成及び保健の向上に寄与し、児童福祉の増進を図るため、子どもに係る国民健康保険料均等割の一部を助成する。
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